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地域医療総合確保基金（介護分）の
メニュー充実に尽力！

令和2年度
予算案

これまで

これからは

そのだ修光の考え

都道府県まかせで
有効に使われて
いません…

号外号外

●老朽化が進んでいる施設の耐震化が必要だが、建て替える余裕のない施設への目配りも必要
●新規に作るより、今ある資源を有効活用すべき
●運営に余裕のあるところしか進んでいないICT化
●外国からの人材を受け入れるために、寮などの整備が必要
●ユニット化より、従来の多床室のプライバシーを少し高める方が現実的
●ホテルコストを払えない利用者の増加
●施設で看取りを進めよう！

都道府県まかせにせず、国がメニューを示すべきです！

令和2年度予算案にて
地域医療総合確保基金（介護分公費）

824億円を確保！
（国費549億円）

上記の資料の詳しい内容は、こちらからご覧いただけます。
厚生労働省ホームページ「令和元年度地域医療介護総合確保基金（介護分）の内示（1回目）について」
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000579288.pdf

裏面も
ご覧ください！

メニューが大幅に充実しました！
介護離職ゼロのための量的拡充 介護離職ゼロのための量的拡充 介護離職ゼロのための量的拡充 介護サービスの質の向上

介護サービスの質の向上 介護サービスの質の向上 介護サービスの質の向上 介護サービスの質の向上

新規 拡充 新規 拡充

拡充 拡充 新規 新規

介護施設等の整備にあわせて
行う広域型施設の

大規模修繕・耐震化整備

施設の大規模修繕の際に
あわせて行う

ロボット・センサー、
ICTの導入支援

最大補助単価

1定員あたり

112.8万円
特養併設のショートステイ
多床室の

プライバシー保護改修支援

最大補助単価

1定員あたり

大規模修繕時の開設準備経費の最大補助単価

特養、老健、認知症GH、介護付きホームの例
1定員あたり

42万円

介護付きホームの
整備促進

介護職員の
宿舎施設整備

施設整備費
1定員あたり 448万円
開設準備経費
1定員あたり 83.9万円
定期借地権設定のための
一時金支援
1定員あたり 路線価額の1/4

最大補助単価

1宿舎あたり1／3補助率

73.4万円
最大補助単価

1事業所あたり

102.9万円

介護予防拠点（通いの場等）
における

健康づくりと防災の
意識啓発の取組支援

共生型サービス事業所
の整備推進

最大補助単価

1箇所あたり10万円

介護施設等における

看取り環境の
整備推進

最大補助単価

1施設あたり

350万円



@psd1500s

そのだ修光プロフィール
昭和32年　鹿児島市に生まれる
昭和50年　鹿児島県立錦江湾高校卒業
昭和54年　日本大学法学部卒業
昭和62年　鹿児島県議会議員選挙当選（2期）
平成8年　 第41回衆議院議員総選挙で鹿児島2区から

自民党公認で立候補して当選
平成13年　社会福祉法人旭生会理事長就任
平成18年　特別養護老人ホーム旭ケ丘園施設長就任
平成28年　第24回参議院議員選挙で

比例代表から自民党公認で立候補
101,154票の重い負託を受け、当選

●座右の銘
●好きなもの
●好きな景色
●趣味
●マイブーム
●愛犬

そのだ修光の役職
国会
（現在）

党内
（経歴）

一般

敬天愛人
スイカ・焼き芋（種子島産 安納芋）・サバ・メザシ
錦江湾を臨む桜島
読書（司馬遼太郎や五木寛之などの歴史小説）
映画鑑賞（最近は「明日の記憶」）
しんのすけ（犬種はゴールデンドゥードゥル）

そのだ修光につながって、声を届けよう！

参議院自民党政策審議会 副会長（国会対策担当）（～令和元年9月）
自民党厚生労働部会 副部会長（～令和元年9月）
自民党組織運動本部厚生関係団体委員会 副委員長（～令和元年9月）
自民党中央政治大学院 副院長（～令和元年9月）
自民党広報本部広報戦略局 次長（～平成30年9月）
自民党内閣第一部会 副部会長（～平成30年9月）
一億総活躍推進本部事務局 次長（～平成30年9月）

公益社団法人全国老人福祉施設協議会 常任理事兼顧問
社会福祉法人旭生会 会長
社会福祉法人旭生会 理事長（～平成29年6月末）
鹿児島市老人福祉施設協議会 会長（～平成29年3月末）
特別養護老人ホーム旭ケ丘園 施設長（～平成28年7月25日）
児童発達支援事業所 子育ちサポートくっく 運営責任者
（～平成28年7月25日）

そのだ修光事務所 鹿児島事務所／〒891-0143 鹿児島市和田2丁目39-1　TEL：099-260-1417 FAX：099-260-1418 
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参議院厚生労働委員長
（令和元年10月4日～）
行政監視委員会 委員
（令和元年10月4日～）

●そのだ修光ホームページ
　http://sonodashuko.com/

参入促進

⑮市区町村介護人材確保プラットホーム構築事業

労働環境等の改善 資質の向上

離島、中山間地域等支援

令和2年度予算案にて
地域医療総合確保基金（介護人材分公費）

都道府県における総合的な方針のもと、介護現場により身近な市区町村が介護人材確保の基盤（プラットホーム）を構築しながら、
地域の課題に応じた効果的な施策が展開できるよう、新規メニューの創設や内容を拡充しました。

124億円を確保！
（国費82億円）

新規

●地域共生社会を目指した
　包括的な支援体制の構築
●社会福祉連携推進法人制度の創設
●介護予防・地域づくりの推進
●介護関連データの利活用

［提言の骨子］ ●地域特性等に応じた介護基盤の整備
●質の高いケアマネジメントの実現
●認知症施策の総合的推進
●介護人材の確保

●生産性の向上
●制度の持続可能性の確保

①介護分野への元気高齢者等参入促進
セミナー事業
②介護人材確保のためのボランティア
ポイントの活用
③地域の支え合い・助け合い活動継続
のための事務手続き等支援事業
　（事務お助け隊）

新規 新規

新規

新規

新規

新規

新規

拡充

拡充

拡充

新規

新規

離職の防止等
④介護職員に対する悩み相談窓口設置事業
⑤介護事業所におけるハラスメント対策推進事業
⑥若手介護職員交流推進事業
⑦介護事業所における両立支援等環境整備事業
業務負担軽減・生産性の向上
⑧介護ロボット導入支援事業
⑨ICT導入支援事業
⑩介護事業所に対する業務改善支援事業
外国人介護人材への対応
⑪外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業

⑫チームオレンジ・コーディネーター
　研修等事業
⑬介護相談員育成に係る研修支援事業

新規

新規

市区町村において、関係機関・団体との連携を図りつつ、総合的な介護人材確保を推進するための基盤を構築（人材確保に向けた中核機関や協議会設置等）

人口減少や高齢化が急速に進む離島や
中山間地域等における介護人材の確保に
向けた取組を支援

⑭離島、中山間地域等における
　介護人材確保支援事業

令和元年
12／20

災害対策

自由民主党 社会保障制度調査会 介護委員会において
「2040年に向けた地域共生社会実現のための制度改革に関する提言」を了承

提言の詳しい内容は、こちらからご覧いただけます。
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000582114.pdf

令和元年台風第15号ならびに第19号の被害に遭われた皆様に、
謹んでお見舞い申し上げます。

　そのだ修光は、令和元年9月まで、参議院災害対策
特別委員会の予党筆頭理事を拝命しておりました。台
風発生当初より、災害対応の関係省庁と意見交換し、
被害状況の報告と高齢者施設等の熱中症対策、最低限
のインフラ整備の徹底を求めました。その後の災害対
策特別委員会においても1日も早い復旧、復興を政府
に要望いたしました。
　また被災された千葉県の方々からは「電源車」、「ポー
タブルトイレ」、「給水車」が非常に助かったという声が
ありました。
　そのだ修光は、災害対策として電源車や水源の確保
に加え、非常用自家発電設備の設置促進などの重要性
を訴えてまいりました。
　このたびの令和元年度補正予算では、災害に直面す
る介護施設の財政を支援するメニューが盛り込まれ
ました。

社会福祉施設等災害復旧費補助金
事業者負担補助率の引き上げ

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 メニューの拡充

台風19号に被災した
特別養護老人ホーム・養護老人ホームの場合
（激甚災害法の対象）

これまで これから

これまで これから

これまで これから

国
1/2 都道府県

1/4

事業者
1/4

国
2/3

都道府県
1/6

事業者
1/6

非常用自家発電設備

非常用自家発電設備

給水設備

補助率補助内容

上　限

国
1/2

事業者
1/2

国
1/2

都道府県
1/4

事業者
1/4

459万円 設定なし


